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新規大卒者採用とその成功要因
一企業調査データの分析一
永　野 仁
　多くの日本企業では，毎年4月に，その直前に学校を卒業したばかりの新
規学卒者（新卒者）を新入社員として採用している。そのセレモニー（入社
式）の光景は，入学式と並ぶ春の風物詩となっている。
　新卒者については，卒業しても定職に就かない「フリーター」の増加や就
職後数年以内の離職者の増加など，様々な変化が指摘されている。しかし新
卒者の採用は，依然として多くの日本企業にとって，新たな従業員を獲得す
るための中心的な手段である。上記のような変化が発生しているにもかかわ
らず，あるいはそれゆえに，企業の新卒者に対する適切な採用が，ますます
重要になってきている。と言うのは，各企業がそれぞれにふさわしい人材を
採用するならば，上記のような変化の発生を最小限にとどめることができる
と思えるからである。
　自社にふさわしい人材を採用している企業を新卒者採用活動の成功企業と
呼ぶならば，それはどのような企業で，その成功はどのような条件によって
支えられているのだろうか。それらが明らかになれば，企業はより適切な採
用活動を展開できることになるだろう。そしてそのことは，結果として各新
卒者がよりふさわしい企業の就職する可能性を高めるように作用すると考え
られる。
　そこで，以下では筆者たちが最近，企業を対象に実施した質問紙調査のデー
タを分析しながら，上記の点に迫ることにする。
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1．企業にとっての新卒者採用
　ところで，なぜ企業は新卒者を採用するのだろうか。データの分析に入る
前に，企業にとっての，新卒者採用の意味から考えてみよう。
　企業が従業員を採用するのは，言うまでもなく，その事業活動を遂行する
ためである。しかし事業活動を遂行するためには，自社の従業員を活用せず
に仕事を外部化（アウトソーシング）することも可能であるし，外部化しな
い場合でも契約社員やパートタイマーなどいわゆる「非正社員」の活用で対
応することも可能である。それにも関わらず自社の従業員（正社員）を活用
するのは，彼らの担当する仕事が長期的に存続する場合や，その使命や役割
の重要さからその担当者と常時直接コンタクトのとれる関係を維持したい場
合などである。つまり，その企業にとって基幹的・中心的な仕事で，かつあ
る程度の期間にわたって継続する仕事の担当者として，正社員が雇用される
と見てよい（1）。それだからこそ，実態的には雇用保障の程度を高くせざるを
得ない正社員（2）を，企業は雇用するのである。
　企業の基幹的・中心的な仕事の担い手として雇用される正社員であるが，
時間の経過と共に退職等が発生し人員が減少する。そこで，企業は事業活動
を継続するために人員を補充することなる。また事業の拡大が予想される際
には，人員の拡充が求められる。このような正社員の補充や拡充のために実
施されるのが正社員の採用である。ただし，それがただちに新卒者の採用に
結びつくとは限らない。既に職業経験のある人の採用，すなわち「中途採用」
の実施という選択肢もあるからである。新卒者は職業経験がないので，採用
後の教育訓練が不可欠である。他方，中途採用者は，教育訓練の必要性が少
なく，いわゆる「即戦力」と考えて良い。
　なぜ企業は，中途採用でなく，わざわざ教育訓練を必要とする新卒者を採
　42　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（622）
　　　　　　　　　　　新規大卒者採用とその成功要因
用するのだろうか。これまでの日本企業の行動を見る限り，「中途採用でき
ないから新卒採用」というのではない。むしろその逆で，中途採用は新卒採
用が充分でなかった場合や，新卒者を採用して育成したのでは時間的に間に
合わない場合などに限られていた。中途採用より新卒採用に，企業は強い選
好を示してきたと言える。「白い布は何色にでも染められるが，一度違う色
に染まった布を染め変えるのは容易ではない」として，「白い布」である新
卒者採用の正当性を主張する経営者の言明をしばしば耳にする。企業の新卒
者選好を巧みに表現したものである。しかし，この言明が正しいか否かは検
証されているわけではない。現状では，経営者はその直感から，このような
言明を行っていると考えざるを得ない。
　ところで企業の採用行動を説明するモデルに，サロー（1975）の「仕事競
争モデル（Job　Competition　Mode1）」がある。サローは，伝統的な経済学
が主張するモデルを「賃金競争モデル（Wage　Competition　Model）」と呼
んでいる。後者のモデルでは，仕事を求めて登場する個人は既に職業能力を
身に付けているので，効率性を求める企業はできるだけ安い賃金で雇うこと
を目指して行動する。それに対し仕事競争モデルでは，内部労働市場論が主
張するように，職業能力は就職してからの企業内の「仕事をしながらの教育
訓練（OJT）」によって育成される。そのために，企業は訓練費用が少なく
てすみそうな人から就職希望者を順位付けし，その順位に従って必要人数を
採用することになる。ここでは，特定の仕事のために採用される際の賃金の
多寡で競争が展開されるのではなく，将来の訓練費用の多寡を巡った競争と
なる。企業にとって重要なのは，就職希望者が「何ができるか」ではなく，
「何ができるようになるか」である。その結果，仕事を求める個人は，企業
による順位付けの順位が少しでも上位になるように，例えばより高度な学歴
やより難易度の高い銘柄学校を目指したり，より良い成績を目指したりする
ことになる。これらの行動は，その個人の訓練可能性が高いことを明示する
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ためであるので，良い成績を目指した場合でも，それが職業能力に直結する
必要はない。あくまでも学校の科目に対する深い理解（良い成績）は，入社
後の様々な訓練への適応力を高めるものと，このモデルでは見なされるから
である。
　実際の採用が「仕事競争モデル」の性格を強めるのは，企業が人材を内部
育成する程度が高い場合で，その程度を労働市場の「内部化の程度」と呼ぶ
ことができる。それが高いほど，企業は採用時に「潜在能力としての個人の
訓練効率に関する情報」をはじめ③，求職者についてより多くの情報を収集
するという仮説をたて，企業の採用に関するデータの分析を試みたのは，清
家（1982）である。この分析では，データ等の制約もあって完全な検証が行
われたわけではないが，情報収集という側面からの企業の採用行動について，
興味深い仮説を提示したと言えよう。
　なおサローの仕事競争モデルは，日本における，企業の採用行動や人々の
大学受験の行動をモデル化したものでない。しかし，日本企業は終身雇用と
さえ言われたことからもわかるように内部化が進んでいるが，そのような日
本企業の方が，よりこのモデルが適合するように思える。実際，日本企業の
新卒者採用という行動は，仕事競争モデルの典型的なものと言ってよい。な
ぜなら，そこでは「初任給」は学歴別にほぼ一律に決定されていてそれを巡
る競争はなく，またその時点で獲得されている職業能力ではなく，訓練可能
性を示す性格や人柄などが重視された採用④となっているからである。
　このような日本企業の採用行動であるが，変化の兆しもある。例えば，長
引く景気の低迷による企業業績の悪化や，処遇における成果主義という考え
方の興隆を背景に，企業の人材育成機能の低下を指摘する議論がある（玄田
2001，p．16）。人材育成機能が低下しているならば，即戦力人材の採用，つ
まり中途採用の増加や新卒採用での即戦力重視，という変化を導く可能性は
大きい。また，かつては事業展開において総合力を誇った企業は（5），バブル
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の崩壊以降，「選別と集中」という旗印のもとに経営資源を特定分野に集中
させてきている。そのことは，採用人材に対して，特定の分野に関する専門
性をより求めることになるかもしれない。
　このような変化が，本当に発生しているのだろうか。仕事競争モデルの有
効性は低下してきているのだろうか。以下では，企業の採用行動の成功要因
を分析するが，これらの点についても考察していこう。
2．調査から見た新規大卒者採用の概況
　では，筆者たちの研究グループ（明治大学就職・採用行動研究会）が，上
場企業や外資系企業を対象に実施した質問紙調査「大卒者の採用活動に関
する調査（6）（以下，単に「調査」と呼ぶ）」の結果を見よう。なおこの調査
は，文科系四年制大学の卒業者の採用に限定したものだが，それに限定した
のは，それが新卒者の採用においては，もっとも中心的なカテゴリーだから
である。
（1＞新規大卒者採用の位置づけ
　既述したように，人材育成機能の低下や，採用時の即戦力重視という，企
業の変化についての指摘がある。このような変化の結果，新規大卒者採用の
企業における位置づけは影響を受けているのだろうか。まず，調査回答企業
全社（658社）に対し，いくつかの実状を示す見解を示しそれに対する賛意
を5段階で問うた結果から，5つの見解に対する回答結果を見よう。図1で
ある。
　図に見るように，「“人材は社内養成”という考えが，自社では根強い」と
いう見解に対しては，多くの企業が賛意を示している。人材育成機能の低下
という現象はここからは確認できない。また「景気が悪化しても新規大卒者
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　　　　　　図1　大卒者採用に関する企業の見解Cn－658）
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「議灘羅難う恵わない講房　い
の採用は継続する」という見解に対しても，強い賛意が得られている。とは
いえ，彼らの離職率が高まっていることは多くの企業が感じていることであ
り，「大卒者の会社への定着志向は弱くなっている」という見解に対する賛
意も高くなっている。しかし定着志向の弱まりに対応するために，多くの企
業が中途採用を実施するまでには至っていないようである。「大卒者では中
途採用のウェイトが高まっている」という見解に対しては，肯定より否定が
多くなっているからである。他方，「新卒者にも，即戦力が求められている」
に対しては，強い賛意が示されている。
　確かに，新規大卒者についても即戦力を望む傾向が強まっているのはtfi実
と見て良いだろう。しかしそのことは，企業の人材育成機能が低下してきた
ことを意味してはいない。職業人としての本格的な育成は採用後に実施する
が，その前提となる知識やマナーは身に付けておいて欲しいというのが，
「即戦力」に関する企業の考えのように思える［7〕。というのは，図には示さ
ないが，この調査で「就職に関連して，大学教育に対して要望すること」を
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尋ねたところ，「礼儀・マナーを身につけさせて欲しい」，「一般教養や幅広
い教養を身につけさせて欲しい」，「パソコン技能は必須として欲しい」の3
つが回答の多い上位項目で，「専門科目のレベルを向上して欲しい」や「会
社の仕事に直結する内容の教育をして欲しい」という項目に対する回答は極
めて少なかったからである（8）。
　これらの結果からは，将来の訓練可能性を考慮して採用を決定するという
サローの「仕事競争モデル」が，新規大卒者採用に依然として適合すると言
えよう。
（2）採用活動の展開と提供情報
　では，実際の採用活動はどのように展開されているのだろうか。調査では，
上記の企業のうち，「文科系（非技術系）新規大卒者」の「2002年4月採用」
または「2001年4月採用」のいずれかを行った企業（625社）に対して，採
用活動の実態と評価を尋ねた。以下ではその中の主要な結果を紹介していく。
　まず採用活動の開始時期を示した図2を見よう。「募集人数の決定」は，
採用の前々年度（就職者が大学3年生の時期）の10月に13．1％と多くなる
が，ほぽ同水準の割合が翌年の3月まで継続する。採用の前々年度の後半期
を掛けて，各企業は徐々に募集人数を決定しているようである。「募集用会
社資料の配付・公開」や「募集要項の公開」はそれより遅くスタートするが，
「人数の決定」より短期間に集中する。
　活動開始の時期がさらに短期間に集中するのは，「会社説明会」と「最初
の内々定」である。前者は3月とその前後1カ月間，後者は採用前年度の5
月とその前後1カ月間に，約8割の企業が活動を開始している。会社説明会
が採用活動の事実上のスタートで，内々定を出し始めるのがその終了の始ま
りとすると（9），多くの企業がほぼ同時期に採用活動を展開していることがわ
かる。
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図2　採用活動の開始時期（n＝625）
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出所：表1に同じ
　このような採用活動を通じて企業は，求職者にどのような自社情報を，ど
の程度重視して提供しているだろうか。それぞれの情報について「重視しな
かった」から「重視した」まで5段階で尋ね，その回答を「重視した」が大
きくなるような1～5点にポイント化し，その平均値を算出したものが，表
1である。
　「経営理念」や「事業の将来性」，「企業風土・文化」，「求める人材のタイ
プ」，さらに「仕事の内容」という情報は4ポイント以上で，極めて重視し
て情報提供を行っていることを示している。自社の方向性や考え方などに関
する情報提供の重視は，大卒者が自社の将来を担う人材であることを示唆し
ている。それに対し，いくつかの項目が「中立」を意味する3ポイントより
低くなっている。その中には「実際の総労働時間」や「年収の上がり方」と
いう労働条件項目が含まれている。労働条件についての情報は，新卒者の採
用ではそれほど重視されていないようである。
　この14項目のうち，「採用の選考基準」は採用判定そのものに関する情報
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表1　応募者へ提供する自社情報の種類別重視度
（ポイント）
平　均 標準偏差 件　数
a）経営理念 4．1 0．89 614
b）事業の将来性 4．3 0．75 612
c）企業風土・文化 4．1 0．85 611
d）　自社の課題・弱み 3．6 0．93 607
e）求める人材タイプ 4．3 0．74 616
f）採用の選考基準 3．7 0．92 612
g）入社後の教育訓練 3B 0．93 615
h）留学制度 1．9 1．13 594
i）福利厚生制度 2．8 LO3 614
j）実際の総労働時間 2．7 LO9 612
k）仕事の内容 4．5 0．69 615
1）年収の上がり方 2．4 1．03 6正3
m）昇進可能性 2．8 1．17 612
n）転勤可能性 3．3 1．16 613
注：ポイントは1～5点の得点で，大きいほど重視度が高い。
出所：永野・根本・木谷・牛尾（2002）。
で，他の項目とやや異質である。そこで，これを除いた13項目に対する回
答から，因子分析によって2つの因子の抽出を試みたところ，「労働条件情
報」と「経営環境情報」と呼べる因子が抽出された。前者は，「年収の上が
り方」，「実際の総労働時間」，「昇進可能性」，「福利厚生制度」，「転勤可能性」
などが正（＋）で強く寄与している因子である。他方後者は，「企業風土・
文化」，「事業の将来性」，「求める人材のタイプ」，「経営理念」などが強く正
で寄与している因子である⑲。表1からわかるように，前者の「労働条件」
因子を構成する項目と，後者の「経営環境」因子を，表1で比較すると，後
者の項目の方がより重視されている。
　なお，企業からの求職者への情報提供のあり方として，RJP（Realistic
Job　Preview：現実的仕事情報の事前提供）という考え方が最近登場してき
ている（Wanaus　1992，金井1994）。これは，募集する仕事についての良い
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側面を強調し求職者を採りこむことに腐心するよりも，悪い側面も含めた真
の姿を伝えた方が採用後の成果が高くなるので，そうすべきだと主張する議
論である。仕事が明確になっていない新卒者の採用にもこの議論が該当する
かは疑問ではあるが，調査ではこれに関連させて，情報提供では「イメージ」
と「実態」のどちらを強調したかを尋ねた。結果は，「イメージを強調した」
が1．8％，「どちらかと言えば，イメージを強調した」が11．7％，「どちらと
も言えない」が14．6％，「どちらかと言えば，実態を強調した」が49．0％，
そして「実態を強調した」が21．8％（無回答が1．3％）であった。この結果
から見ると，イメージより実態が強調されているようであるω）。
（3）採用の基準
　このような情報提供に引き続き，面接等による採用試験が展開されること
になる。その採用試験の判定で，企業が重視しているのはどのようなことだ
ろうか。調査では13項目を示し，それぞれについて「重視しなかった」か
ら「重視した」まで5段階で尋ねている。先程と同様に，それをポイント化
しその平均値の多い順に項目を示したものが表2である。「熱意や意欲」，
「性格や人柄」，「考え方や価値観」が上位3項目である。それに対し，「出身
大学」や「大学での成績」，「語学力や国際経験」，「専門的知識や資格」とい
う項目の重視度は低い。成績や知識より人物本位の判定基準と言えよう。
　なお表には，ほぼ類似の設問を行った大学4年生に対する調査での，彼ら
が内定を獲得できた理由として回答した項目の多い順の番号も示してある。
求人者である企業の回答と，求職者である大学生の回答は，良く似ているこ
とが確認できる（12）。
　根本（2003）は，企業のこの回答結果の因子分析により，心・技・体の3
つの因子を見出している。「心」の因子とは，「考え方や価値観」，「性格・人
柄」，「意欲・熱意」そして「礼儀・マナー」という項目の影響力の大きい因
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表2　就職試験の判定における企業の項目別重視度
（ポイント）
平均 標準偏差 件数 大学4年生調査@での順位
i）熱意や意欲 4．8 038 618 2
g）性格や人柄 4．7 0．47 620 1
h）考え方や価値観 4．6 0．61 618 3
j）礼儀・マナー 4．2 0．68 620 5
k）健康・体力 4．1 0．74 619 該当項目なし
d）一般常識や教養 3．9 0．80 620 8
1）風貌や雰囲気 3．7 0．90 620 11
f）部活やゼミ活動 3．7 0．86 616 6
c）専門的知識や資格 3．3 1．03 619 9
e）語学力や国際経験 3ユ 1．01 621 該当項目なし
a）大学の成績 3．0 1．13 619 10
b）　出身大学 2．4 1．13 620 7
m）推薦者 2．3 1．12 617 12
　注：1ポイントは1～5点の得点で，大きいほど重視度が高い。
　　2　「大学4年生調査」と本調査では項目等が一部異なっている。「大学4年生調査」
　　　の第4位項目が欠番なのは，その一例である。詳しくは，永野他（2001）を参照。
出所：表1に同じ。
子である。「技」は，「専門知識・資格」，「語学力・国際経験」，「一般常識・
教養」そして「出身大学」という項目が中心の因子である。そして「体」は，
「健康・体力」，「風貌・雰囲気」，「部活・ゼミ活動」そして「推薦者」とい
う項目の寄与が大きい因子である。根本（2003）は，心技体の3つからなる
採用基準があるが，重視される順番は心・体・技であり，知識やスキルとい
う「技」があまり重視されていないと指摘している。
　このように人物本位の判定基準だが，具体的にはどのような「性格や能力」
が重視されているだろうか。5項目までの多重回答を求めた結果が，図3で
ある。「コミュニケーション能力（74．7％）」と「行動力（68．6％）」の回答が
多くなっている。意思の疎通ができ，かつ行動のできる人が，企業が求める
理想の人材である。
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図3　「性格や能力」のうち重視したもの（M．An－625）
　　　　　　0　　　　　　　　　20　　　　　　　　40　　　　　　　　60　　　　　　　　80％
　　　　創造性
　　　バランス感覚
　　　　行動力
　　　論理的思考力
　　リーダーシップ
　　　　貴任感
　　　　自立心
　　　　向上心　　　　粘り強さ
コミュニケーション能力
　　　　清・新さ
　　　　誠実さ
　　　　その他
　　　　無回答
　出所：表1に同じ
（4）採用活動に対する企業の評価
　このような形で展開される採用活動の結果，平均で1社当たり37．6人が
採用内定となっている。採用の募集人数は平均36．1人だが，企業ごとに単
純平均すると募集人員の92．5％を企業は採用していることになった。また，
採用内定者の中では「自社が当初から第一志望であった人が多い」と考えて
いる企業は15．2％だが，「自社が当社から志望する何社かのうちの一社であっ
た人が多い」と考えている企業は54．4％に達している。両者を合わせた約7
割の企業では，内定者の多くが当初から自社を就職先として考えて活動して
きた人たちであると見ている。分析対象となっているのは，比較的，採用力
の強い企業が多いと見て良いだろう。
　このような採用活動についての問題点を多重回答で問うと，「採用活動に
コストと時間がかかりすぎる（40．6％）」と「本当に欲しい人材が獲得でき
ない（40．2％）」の2つに回答が集中し，「採用後の離職が多い」という回答
は11．8％に留まった。
　また自社の採用活動に対する満足度を，4項目について「不満である」か
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表3　自社の採用活動に対する満足度
（ポイント）
平　均 標準偏差 件　数
a）応募者の人数
aj応募者の質
メj採用内定者の人数
пj採用内定者の質
2．9
Q．9
R．6
R．6
1．30
P．08
P．16
ｿ95
618
U17
U18
U16
　注：ポイントは1～5点の得点で，大きいほど満足度が高い。
出所：表1に同じ。
ら「満足している」までの5段階で問い，それを大きいほど満足度が高くな
るような1～5点にポイント化した。その平均値を示したものが表3である。
応募者に関してはともかくとして，内定者に対する満足度はかなり高いと見
て良い。
　また，このような内定者に対する高い満足度を反映してか，自社の採用活
動について100点満点で自己評価してもらったところ，平均は73．7点と高
くなった。これを区分すると，「59点以下」が7．5％，「60～69点」が14．4％，
「70～79点」が328％，「80～89」点が27．7％，そして「90点以上」が14．1％
（無回答が2．7％）であった。
3．自己評価点の妥当性
　上記の自己評価点は，採用活動の成否を示す変数として妥当なものだろう
か。そもそも一体，企業は自社の採用活動をどのような基準で評価している
のだろうか。採用力の強い大企業では，入試難易度の高い大学の卒業生をで
きるだけ多く採用することを目標とし，それを基準に自社の採用活動を評価
するかもしれない。なぜなら，そのような人は潜在能力が高く，サローの表
現を借りれば「将来の訓練費用の少ない人」と考えられるからである。それ
を裏付けるように，入試難易度が高い大学ほど卒業生の就職先が業界のトッ
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プや大手という大企業である割合が高くなっていることが，知られている
（濱中1998）。しかし，そのことは大企業では入試難易度が高い大学の卒業
生しか採用しないことを意味するわけではないようである。実際，ある企業
の採用データを分析した竹内（1989）は，入試難易度の高い大学の卒業生を
採用する一方で，様々なレベルの大学の卒業生を意図的にミックスさせてい
ることを見出している（13）。企業内には多様な仕事や役割があるので，「訓練
費用の少ない人」とは，入試難易度が高い大学の卒業生であることだけでは
ないようだ。竹内（1989）の指摘に従うなら，企業にとっての採用活動の評
価基準は，少なくとも，入試難易度の高い大学の卒業生を揃えることではな
いと言える。
　そこで以下では，採用目標の達成度や採用活動に対する満足度，内定辞退
率など，一般的に採用活動の評価基準と考えられる変数と，この自己評価点
の関連を見ながら，自己評価点の指標としての妥当性を検討していこう。
　まず，既述したいくつかの採用活動の結果を示す変数と自己評価点の，相
関分析の結果を見よう。表4である。この表の，応募者および採用内定者に
対する満足度は，表3で見た「質」と「人数（量）」それぞれに対する満足度
を足し合わせた合成指標である。この表から，自己評価点は採用達成率や応
募者および採用内定者に対する満足度と，正の相関があることがわかる。
　次に，この自己評価点を平均値で「低評価」と「高評価」のグループに二
分し，クロス分析によってその違いを見よう。表5に示したのは，内定辞退
　　　　　　　　　表4　自己評価点等の結果変数の相関分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（相関係数）
自己評価点　　　　　採用達成率　　　応募者への満足度
採用達成率
応募者への満足度
．240榊　　　　　　　　　一
D547粋酔　　　　　　　　　　　　．240＊林　　　　　　　　　　　　　　　一
D603榊　　　　　　　　　　　　　．212＊艸　　　　　　　　　　　　　593料暗内定者への満足度
注：t°は1％以上の水準で有意なことを示す。
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者の発生状況である。「低評価」の企業では内定辞退率が，相対的に高くなっ
ている。表は省略するが，このうち，内定辞退者が発生した企業に「それが
予想の範囲内か」を問うと，「低評価」の企業では「予想より多い」という
回答が34．4％と，「高評価」の回答の21．2％より多くなっていた。
　また表6は，「自社の採用活動の問題点」を多重回答で尋ねた結果を，こ
の2つのグループ別に示したものである。「高評価」企業では「応募者の選
別が難しい」という回答が多いものの，「特にない」が多くなっている。他
表5　内定辞退者の発生状況
　　　　　　　　　　　％，（ ）は実数
高評価 低評価
全くいない 15．9 12．6
1割未満だが発生 34．0 24．9
1～2割発生 229 22．9
2割以上発生 27．0 39．6
無回答 0．3 』
計 100．0 100．0
（件数） （315） （293）
表6　自社の採用活動の問題点
　　　　　　　　　　M．A．，％，（ ）は実数
高評価 低評価
欲しい人材が獲得できない 24．4 577
応募者の選別が難しい 29．5 2L5
コストと時間がかかり過ぎる 41．3 41．0
採用後の離職者が多い 7．6 16．7
年度によるバラツキが大きい 21．0 30．4
そ　の　他 7．6 9．2
特にない 12．4 1．7
無　回　答 2．2 1．4
計 100．0 100．0
（件数） （315） （293）
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方「低評価」企業では相対的に，「欲しい人材が獲得できない」や「採用後
の離職者が多い」，「年度によるバラツキが大きい」という回答が多くなって
いる。
　これらのことから，自己評価点の多寡は採用活動全般の成否を示す変数と
して妥当なものと言える。自己評価点が高い企業の方が，採用達成率が高く，
応募者（求職者）に対する満足度や採用内定者に対する満足度が高く，内定
辞退者も少なく，また採用活動の問題点が「特にない」とする企業が多くなっ
ていて，逆は逆となっていたからである。
　なお，このような自己評価点の平均値を，企業属性別に見たものが表7で
ある。
　業種別には，「ソフトウェア・情報処理」が最も高く，以下「運輸・通信，
表7　企業属性別の自己評価点
平均値 標準偏差 件数
生活関連製造業 75．3 ll．16 55
素材型製造業 73．9 13．49 55
加工組立型製造業 74．4 13．26 138
業 建設業 67．6 14．20 44
商社・卸売業 73．1 14．87 70
小売業・飲食店 71．1 12．59 71
金融・保険，不動産業 74．7 10．88 54
種 運輸・通信，電気・ガス業 76．1 13．06 30
ソフトウェア・情報処理 77．3 13．71 39
その他のサービス業 72．9 13．06 35
その他 75．8 10．38 13
従 499人以下 71．4 16．43 130???
500～999人
P，000～4，999人
72．8
V4．2
12．05
PL78
136
Q82
模 5ρ00人以上 78．6 11．62 57
?
外資系 77．0 10．79 35
本 日本企業（非外資系） 73．4 13．24 571
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電気・ガス業」，「生活関連製造業」と続いている。ソフトウェア等の平均値
が高いのは，成長産業であることが採用力の高まりに寄与しているのかもし
れない。他方，平均値が低いのは「建設業」，「小売業・飲食店」などである。
企業規模別には，大企業ほど平均点が高くなっている。依然として根強い大
企業人気の影響と思われる。また資本別には，外資系企業の方が平均点が高
くなっている。日本経済の最近の低迷は，外資系企業人気をもたらしている
のかもしれない。
4．モデルと計測結果
（1）計測モデル
　では，上記の自己評価点は，どのような要因によって決定されているのだ
ろうか。自己評価点は既述したように採用活動全般の成否を示す変数と考え
られるので，自己評価点の決定要因は採用活動の成功要因と言える。そこで，
自己評価点を従属変数とした重回帰分析によって，その決定要因を分析して
みよう（14）。
　説明変数は，Xl～Xloの10変数を用いる。　Xlは，「従業員数」である。既
述したように大企業人気は根強いので，それによる採用力の違いをみるため
の変数で正（＋）の符号が予想される。x2は，外資系企業を1，それ以外を
0とする「外資系ダミー」である。x3は，企業の経営状況をみるための変数
で「売上高変化」である。調査では，3年前と比べた変化を「減少した」か
ら「増加した」まで5段階で尋ねているので，「増加した」が5点となるよ
うに1～5点を割り当てる。この変数は，経営状況の良い企業の方が学生の
人気も高まり採用が容易となることが想定されるので正の符号が予想される。
これらτ1～x3の3つの変数はいずれも正の符号が予想されるが，採用活動
の展開にあたっては，その前提となるものである。採用活動の成功要因を探
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るという本稿の目的から見ると，これらの変数はそれらの条件を一定に保つ
ために投入されるコントロール変数と見て良い。
　4番目のx4は「情報提供時の強調」で，既述したRJPの変数である。「イ
メージ」を1点，「実態」を5点とした1～5点のスコアとなっている。RJP
の議論に従うならば，実態を強調した方が採用の成果も高まるので，正の符
号が予想される。x5とx6は，大学生に提供する情報の内容を示す変数で，
既述した2つの因子「労働条件情報の提供」と「経営環境情報の提供」の因
子得点を，それぞれ用いる。これにより，どのような情報提供を行うと採用
活動の成果が高まるかがわかるはずである。
　7番目以降の変数は，計測にあたっては上記6変数からなる基本モデルに，
順次追加していくことにする。順に説明しよう。x7～Xgは採用時の重視事項
で，根本（2002）の「心」，「技」，「体」の3因子の各因子得点である。これ
により大学生のどのような側面を重視した採用が採用活動の成功につながる
かが，明確になるはずである。
　そして，最後のXl。は新卒者採用市場における各企業の地位を示す変数で，
「志望度ダミー」である。これは，採用内定者の多くが，求職活動の「途中
から」の志望者であった企業が1，「当初から」の志望者であった企業が0
となるダミー変数である㈹。採用市場における地位が低い企業の方が，採
用には苦労し成果も低いと考えられるので，負（一）の符号が想定される。
この変数にもコントロール変数としての性格がある。つまり，この変数を投
入した場合は，採用市場における地位の違いを考慮した上で，他の変数がど
う作用するかを見ることができる。
②　計測結果
上記モデルの重回帰分析による推計結果が，表8である。変数の順に検討
していこう。
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　表8　成功要因の推計結果
［従属変数：採用活動自己評価点］
推計番号
?
② ③
?
定　　　数
従業員数
@（∬1）
外資系ダミー（∫2）
P＝該当，0＝非該当
売上高変化
@（∬3）
情報提供時の強調
@　　（∬4）
労働条件情報の提供
@　　（X5）
　70．157辮
i27．361）
V，697E－04榊
i3．020）
@　3．503
i1．503）
@　．253
i．668）
X．783E－02
i．176）
@　．349
i．521）
@　2ユ75＊林
i3．856）
@　　一
@　　一
@　　一
@　　一
　69．549榊
i27．029）
U．451E－04料
i2．491）
@　2．469
i1．051）
@　．404
i1．059）
@　．199
i．357）
@　．633
i1．119）
@　2ユ97榊
i3．639）
@　．427
i．749）
@　1．796榊
@（3．238）
@－L475榊
@（2．634）
@　　｝
　71．221辮
i27．477）
V，039E－04桝
i2．750）
@　3．863＊
i1．662）
@　．250
i．663）
V．166E－02
i．129）
@　．284
i523）
@　2．103糊
i3．731）
@　　一
@　　一
@　　一
@一2．904艸
@（2．442）
　70，545榊
i27．061）
TB98E－04林
i2．266）
@　2．838
i1．210）
@　389
i1．022）
@　173
i．311）
@　．559
i．987）
@　2101榊
i3．472）
@　．513
@（．900）
@　1．760桝
@（3．164）
@－L418柿
@（2．529）
@－2．609紳
@（2．187）
経営環境情報の提供
@　　（∫6）
重視項目：心
@　（∬7）
重視項目：技
@　（X8）
重視項目：体
@　（∫9）
志望度ダミー（∬1。）
@1＝途中から
@0＝当初から
自由度調整済みR2
@　　F
@　　η
．046
T．422辮
T53
．076
T．871辮
T37
．056
T．616榊
T49
．083
T．832桝
T33
注：1榊は1％，＃は5％，’は10％の水準で有意なことを示す。
　2　（）内は彦値。
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　「従業員数（x1）」は，いずれの推計でも正（＋）で有意であり，大企業の
方が採用活動を成功させていることを示している。採用市場における地位を
示す「志望度ダミー（Xlo）」を考慮した③④式においても，この変数が有意
であることは変わっていない。このことから，この変数は大企業であること
による採用市場における高い地位の強さを示しているのではなく，大学生の
根強い大企業志向を反映した結果と思われる。ただし，その大企業志向が何
によるものなのかは，この分析からはわからない。
　「外資系ダミー（x2）」は，いずれも正であるが，③式のみが統計的には有
意である。ただし①式もt値はかなり大きくなっていることを考え合わせる
と，外資系企業が良好な採用活動を展開していると見なせるのは，①と③に
共通する特性，すなわち「採用時の重視事項」を考慮しない場合と見ること
ができる。つまり外資系企業が採用活動を良好に展開しているのは，採用を
判定するときに重視している項目の違いによって説明できることを示して
いる。
　なお，「売上高変化（x3）」は，いずれも有意でなかった。調査結果の紹介
の節で見たように，「景気が悪化しても新規大卒者の採用は継続する」とい
う見解に対しては強い賛意が得られていたが，短期的な企業業績の変化は，
採用活動にあまり影響を与えないようだ。
　これらの条件を一定に保った上での，採用活動の成功要因は何だろうか。
まず，企業が提供する情報についてである。RJPの指標として投入した
「情報提供時の強調（x4）」は，いずれの推計でも有意ではない。既述したよ
うに，RJPは仕事が明確になっていない新卒採用では，重要ではないのか
もしれない。もっともRJPは採用活動に関する事柄ではあるが，その効果
は主として採用後に発生するものである。それゆえ，採用活動そのものの評
価を対象にした本稿の分析で有意にならなかったからと言って，直ちにRJP
が不要と言うことはできない。
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　ここで言えるのは，新卒者に対する採用活動にとっては，提供する情報が
「イメージか実態か」ということより，以下で述べる「提供する情報の内容」
の方が重要ということである。
　その提供情報の内容に関しては，「労働条件情報（x5）」はいずれの推計で
も有意でない一方，「経営環境情報（τ6）」ではいずれの推計でも正で有意と
なった。「年収の上がり方」，「実際の総労働時間」，「昇進可能性」，「福利厚
生制度」，「転勤可能性」などの「労働条件情報」はそれほど重視して提供す
る必要はないが，「企業風土・文化」，「事業の将来性」，「求ある人材のタイ
プ」，「経営理念」などの「経営環境情報」は重視して丁寧に提供することが，
採用活動の成功につながることを示している。長期的な雇用を前提とすれば，
誠意を持って提供したとしても，雇用期間をカバーする労働条件に関する情
報は不確実なものになりやすい。そのような情報の正確さに腐心するよりも，
むしろ自社の特性や考え方などに関する情報を積極的に提供し，自社に適合
する大学生の自社への関心を高めることの方が，採用活動では重要であると
見てよい。
　他方，「採用時の重視事項」の3つの変数に関しては，「心（x6）」が有意
でない一方，「技（x7）」が正で有意，「体（x8）」が負で有意となった。既述
したように，これらの集計結果では重視されている順序は，心・体・技であっ
た。「心」は多くの企業が重視している項目であるが，それをより重視して
も採用活動の成功にはつながらない。また，比較的多くの企業が重視してい
る「体」の項目は，それをより重視すると，むしろ採用活動の成功はおぼつ
かなくなる。採用活動の成功に結びつくのは，全般的にはあまり重視されて
いない「技」の重視である。「技」は既述したように，「専門知識・資格」，
「語学力・国際経験」，「一般常識・教養」そして「出身大学」という項目が
中心の因子であったが，その中では特に「専門知識・資格」，「語学力・国際
経験」の寄与が大きくなっていた㈹。「専門知識・資格」や「語学力・国際
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経験」をはじめとしたこれらの項目は，比較的，客観性があるので，それら
の重視は採用結果そのものの信頼性も高めるのかもしれない。ともあれ，採
用時には「技」の重視が採用活動の成功につながると言える。
　また，新卒者採用市場における各企業の地位を示す変数「志望度ダミー
（Xlo）」は，負で有意である。この変数が1となる企業は採用力が弱いので，
他の条件が同一であっても，それだけで採用活動の成功確率が低くなること
を示している。同時にこの推計結果は，採用力の弱い企業にも，上記の成功
要因が同様に作用することを示している。すなわち，「経営環境情報の提供」
を重視することと，採用判定時の「技」項目の重視することは，知名度等の
影響で採用力の弱い企業にとっても必要なことである。
5．おわりに
　新規大卒者の採用を成功させるためには，企業はどのような点に留意して
採用活動を展開する必要があるだろうか。この点を明らかにするために，企
業に対する質問紙調査の結果を紹介してから，そのデータを用いて採用活動
の自己評価点の違いが生まれる要因を分析した。
　その結果明らかになったことの第1は，企業からの大学生に提供する情報
には，大別して「労働条件情報」と「経営環境情報」があるが，前者より後
者の情報を重視して提供することが重要であるということである。前者より
後者の情報の提供が全般的に重視されているので，この結果は理解しやすい
ものである。現に多くの企業が向かっている方向に，より進めれば良いから
である。
　第2は，採用判定の際に重視すべき事項に関することである。この事項に
は大別して「心（考え方や意欲）」，「技（知識や能力）」，そして「体（健康
や風貌）」という3つの側面があるが，分析の結果，「技」を重視することが
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採用活動の成功につながることが明らかになった。「技」の重視は一見する
と当然のことのように思えるが，それほど簡単ではない。と言うのは，これ
ら3つの側面のうち，全般的に重視されている順番は心・体・技だったから
である。全般的にはあまり重視されていない「知識や能力」を重視して採用
判定を行うことが，採用活動の成功につながるようである。成功は，他者と
同様の路線によってもたらされるのではないようだ。
　なお，この「技」を構成する項目の中では「専門能力や資格」と「語学力
や国際経験」が，大きな影響力があった項目である。ここで問題になるが，
これらの能力が仕事に直結する能力か否かということである。即戦力志向が
強まっているとはいえ，本稿で議論しているのは新規学卒者の採用であるこ
とを考慮すると，保有する知識や能力そのものではなく，それらの獲得によっ
て示された「潜在的な優秀さ」を，企業は評価すべきというメッセージのよ
うに思える（17）。
　明らかになったことの第3は，新卒者の採用市場における企業の地位が低
い企業では，地位が高い企業と比べると採用活動の成果が低くなるが，両者
の成功メカニズムは同一ということである。すなわち上記の2つの成功要因
は，採用力が弱い企業においても，あてはまることである。
　なお，本文での結果の紹介は省略したが，採用市場における地位が低い企
業のうち，採用活動の自己評価が高い企業は，それが低い企業と比べて，次
のような違いが見られた。すなわち，出身大学にはこだわらず幅広く募集を
行い，同時に採用の面接においては「評価基準の統一」を行った上で，面接
回数も多くしていた。これらの活動が，採用力の弱さを補ない，良い結果を
生み出していると考えられる。
　新卒者採用の本当の成果が判明するのは，採用後数年～数十年経過してか
らかもしれない。しかし，それが判明してからの修正では遅すぎることにな
る。不確かさは残るとしても，より短期間でその活動を評価し改善していく
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ことが必要と思われる。
（付記　本稿は，平成12～14年度の「科学研究費補助金（文部科学省・日本学術振
興会）：基盤研究（c）（2）課題番号12630138」による研究成果の一部である。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）「正社員」という用語は日常語としては定着しているが，法的用語でにそれ
　　に相当するのは「期間の定めのない労働契約」を結んでいる人である。
（2）現行の法文上では，予告期間が課せられていることを除くと，企業が解雇を
　　実施することに制限はない。しかし，「解雇権濫用の法理」が判例によって認
　　められていて，企業がいわゆる正社員を整理解雇するのは難しくなっている。
（3）　清家（1982）は，情報の種類を，これ以外に「雇い入れ時の生産能力に関す
　　る情報」と「個人の信頼度に関する情報」に区分している。
（4）　例えば，労働省「雇用管理調査（平成13年）」を参照。
（5）例えば「総合商社」，「総合電機メーカー」，あるいはCI（コーポレート・ア
　　イデンティティ）活動で自社を「総合○○産業」と規定した企業などがその代
　　表的なものである。
（6）　この調査は，明治大学就職・採用行動研究会（研究代表者：永野　仁）が
　　2001年11月に実施した郵送による質問紙調査である。調査対象は，①店頭公
　　開も含む株式上場企業（3，542社）で，2001年4月の4年制大学新卒者数（含
　　む院卒者）が5人以上の企業のうち，調査時点に民事再生法申請中であった1
　　社を除く2，228社（「会社四季報CD－ROM　Version　2．54」東洋経済新報社，
　　2001年9月）と，②従業員数　150人以上の外資系企業（603社）のうち，1999
　　年10月～2000年9月までに大卒者（既卒者を含む）を採用した企業を中心に
　　選定した214社（『外資系企業CD－ROM　2001』東洋経済新報社，2001年）の，
　　合計2，442社で，調査票の回収数（率）は658件（26．9％）であった。調査回
　　答企業658社の業種別構成は，「製造業」が41．5％，「非製造業」が56．0％であっ
　　た。従業員規模は，「5，000人以上」が8．8％，「1ρ00～4999人」が45．0％を占
　　め，この2つの合計である1，000人以上の大企業が53．8％に達した。また，外
　　資系の企業は全体の7．1％であった。この調査結果を紹介したものが，永野・
　　根本・木谷・牛尾（2002）である。
（7）本稿と同じデータを用いて企業の即戦力志向を分析した根本（2003）は，
　　「即戦力とは専門知識や能力ではなく，意欲・熱意，考え方や価値観，性格・
　　人柄，そして礼儀・マナーといったマインドである」と指摘している。
（8）　これらの調査結果の全貌は，永野・根本・木谷・牛尾（2002）に示してある。
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（9）「最初の内々定」は，その企業の採用活動の終了を意味してはいない。追加
　　の内々定が行われるからである。そのようなこともあり，学生の就職活動もこ
　　の時期がピークであるものの，より長期間にわたることになる。大学生の就職
　　行動については，永野・根本・木谷・牛尾（2001）を参照されたい。
（10）　分析においては，主成分分析により2つの因子を抽出した後，バリマックス
　　による回転を行った。この因子分析の成分行列は，次のとおりである。
労働条件情報 経営環境情報
年収の上がり方 0，754 0，146
実際の総労働時間 0，720 2．253E－02
昇　進　可　能　性 0，695 0，232
福利厚生制度 0，578 6．050E－02
転　勤　可　能　性 0，512 0，135
入社後の教育訓練 0，389 0，389
留　学　　制　　度 0373 一3．328E－02
事業の将来性 0，128 0，638
仕　事　の　内　容 0，124 0，474
自社の課題・弱み 9．564E－02 0，593
経　　営　　理　　念 7．222E－02 0，592
企業風土・文化 4．789E－02 0，668
求める人材タイプ 一1．921E－02 0，597
回転後の負荷量 19，269 18，359
（11）R∫Pについて，本調査データをより詳しく分析したものが，根本（2002）
　　である。
（12）大学4年生の就職行動に関する調査は，永野・根本・木谷・牛尾（2001）を
　　参照のこと。
（13）企業のこのような採用行動にもかかわらず，濱中（1998）が指摘するような
　　入試難易度の高い大学の卒業生が大企業に多く就職しているのは，竹内
　　（1989）によると「ねじれ効果」が発生しているからである。ここで「ねじれ
　　効果」とは，入試難易度の高い大学は少ないので，各企業が意図的に採用大学
　　を分散させても，そのような大学では学生数と比較した求人割合が高くなるこ
　　とを指している。
（14）　本稿と同じデータを用いた根本（2002）は，「自己評価点」と14項目の「提
　　供情報の重視度」の関連を重回帰分析によって見ている。結果は，「社風」，
　　「年収のあがり方」，「福利厚生制度」が正で有意であり，「昇進可能性」が負で
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　　有意であった。また根本（2003）では，「自己評価点」と13項目の「採用の基
　　準」の関連も重回帰分析で見ている。ここでは「語学力・国際経験」のみが正
　　で有意となっている。共に興味深い結果であるが，本稿の関心に適合するよう
　　な，分析結果をもとにした議論は展開されていない。
（15）調査では採用内定者のうち最も多い人がどのような人かを問うているが，そ
　　れに対し「当初から自社が第一志望であった人」および「自社が当社から志望
　　する何社かの一社であった人」と答えた企業を0，「就職活動の途中から自社
　　を志望するようになった人」および「わからない」と答えた企業を1とした。
（16）　これらの項目の因子負荷量は，「専門知識や資格」が0．795，「語学力や国際
　　経験」が0．737であるのに対し，「出身大学」がO．469，「一一一・般常識や教養」が
　　0．465であった。詳しくは，根本（2003）を参照。
（17）　ちなみに調査では，応募者の「英語能力試験の結果」と「保有する資格」に
　　ついて，それぞれ応募者の選考時にどの程度重視したかを尋ねている。「仕事
　　には関連しないが，能力・意欲がわかるので評価した」が，前者の「英語能力
　　試験の結果」では「仕事に関連するので評価した」より多く，後者ではこの2
　　つの回答がほぼ同率であった。また「特に評価しなかった」が前者では33．9％，
　　後者では51．4％に達した。詳しくは，永野・根本・木谷・牛尾（2002）を参照
　　のこと。
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